わが国におけるカフェテリアプランの実態と労働法上の諸問題 by 柳屋 孝安 & Takayasu Yanagiya
Ⅰ は じ め に
本稿は, わが国とドイツの企業内福利厚生に関する比較法研究の一環と
して, 近時, わが国において, 企業内福利厚生の運営管理制度として注目
されているカフェテリアプランを取り上げ, わが国労働法の観点から検討
を加えることを目的としている｡











柳 屋 孝 安





















































68(1177) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(１) アメリカのカフェテリアプランについては, 例えば, 企業厚生研究会
『ヒューマンな企業厚生』 (ぎょうせい, 1993) 122頁以下, 石田英夫 ｢米
国の選択的福利厚生制度｣ 日本労働研究雑誌429号 (日本労働協会, 1995)
２頁以下, 岡田義春 『スーパー・カフェテリア・プランのすすめ』 (労務
研究所, 1999) 10頁以下, 桐木逸朗 ｢日本型カフェテリアプラン｣ 第１回
・労働事情964号 (2000) 44頁以下, 第６回・労働事情973号 (2000) 36頁
以下その他を参照のこと｡
(２) 企業厚生研究会・前掲報告書 (注１) を参照のこと｡ この他, 1990年
代のカフェテリアプランに関する政府レベルの研究会報告には, カフェテ
リアプラン研究会報告 (『多様化時代の企業厚生―日本型カフェテリアプ
ランの研究』 (ぎょうせい, 1994)), 新カフェテリアプラン研究会報告
(『実践カフェテリアプラン』 (ぎょうせい, 1995)), 日本型カフェテリア
プラン研究会報告 (『日本型カフェテリアプランの実際』 (ぎょうせい,
1996)) 等を挙げることができる｡ 2000年以降では, 企業ライフプラン研
























法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 69(1176)
(３) 伊藤健一 ｢企業福祉の再編成とカフェテリアプラン｣ 『新・日本的経
営と労務管理』 (ミネルヴァ書房, 2000) 107頁以下｡ カフェテリアプラン
とアウトソーシングの関係に言及した論考に, 西久保浩二 ｢福利厚生の現
状と今後の方向性｣ 日本労働研究雑誌564号 (2007) 13頁以下, 編集部
｢総合福祉厚生代行システムとカフェテリアプラン｣ 生活総合福祉711号
(2008) ２頁以下, その他, 21世紀における福利厚生のあり方について論









ンの具体的な内容は, 既述のとおり, 所定の期間内に, 労働者個々に配分


















































70(1175) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(４) 桐木逸朗・前掲連載解説 (注１) 第２回 (労務事情966号 (2000)) 45
頁, 新カフェテリアプラン研究会報告・前掲書 (注２) 51頁｡














厚生費の限度を設定しないことである｡ あくまで, 後述する ｢必要性の原











法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 71(1174)
(６) 桐木逸朗・前掲連載解説 (注１) 第４回 (労務事情969号 (2000)) 68
頁以下, 第８回 (労務事情977号 (2000)) 36頁以下｡
(７) 共済制度の歴史については, ひとまず, 永野俊雄 ｢わが国の労働者共
済の起源｣ 生涯総合福祉637号 (2001) ９頁, 639号 (2002) 23頁, 同
｢企業内共済会制度の歴史～｣ 生涯総合福祉621号, 626号 (以上2000),








ることを指す｡ この原則が, 企業内福利厚生が持つ ｢企業福祉｣ としての















































72(1173) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(８) 桐木逸朗・前掲解説 (注１) 第２回 (労務事情966号 (2000)) 35頁,
秋谷貴洋 ｢企業福祉のゆくえ―第８回カフェテリアプラン (フレキシブル
・プラン)｣ 労務事情1001号 (2002) 55頁他｡
(９) 桐木逸朗・前掲解説 (注１) 第１回, 45頁｡













費が配分される集団型賃金 (間接賃金) と評される｡ これに対して, カフ
ェテリアプランは, 賃金と同様に従業員個々に福利厚生費を配分する報酬




こうした意味で, さらに, カフェテリアプランの中には, 集団型賃金の
個別配分化にあたって, 従業員個々の業績評価とリンクさせる業務連動型
もある｡ 労務管理施策としての福利厚生給付のあり方が, これまでは, 就
労環境の整備や就労へのインセンティブの引き上げ等をめざす ｢間接的な
労務管理手法｣ であったといえる｡ これに対して, 従業員個々の業績連動
型のカフェテリアプランでは, 使用者は, 業績評価に連動させて提供メニ
ューや各メニューの利用額等の操作ができることになることから, ｢直接
的な労務管理手法｣ と位置づけられる｡ こうして, カフェテリアプランの
論
説
法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 73(1172)














































74(1171) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(12) 伊藤・前掲論文 (注３) 110頁～111頁以下｡




























































法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 75(1170)
木逸朗・前掲解説 (注１) 第10回 (労務事情980号 (2001)) 34頁｡
(15) 西久保浩二 『戦略的福利厚生』 (社会生産性本部, 2004) 289頁以下｡
(16) 2010年３月にアメリカでは, オバマ政権が, 公的医療保険の国民皆保
険化法案を成立させるまでは, 医療保険の適用を受けるには, 雇用労働者
については, 雇用企業が団体医療保険に加入し, それ以外で, 低所得者,
高齢者を除いては, 私的保険への加入が必要とされていた｡
(17) 石田英夫・前掲論文 (注１) ２頁～３頁を参照のこと｡
















限界によって, 企業内福利厚生の位置づけが ｢社会保障の補完｣ から ｢機
































76(1169) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
税速報平 7.11.13第4800号)｡ 秋谷貴洋・前掲解説 (注８) 53頁～54頁｡
ただし, わが国の企業厚生への課税については, 法人税につき優遇されて
いる｡ 例えば, 持家の利子補充が３％未満となっている｡ カフェテリアプ
ラン研究会報告・前掲書 (注２) 53頁｡
(19) 企業厚生研究会報告・前掲書 (注１) 10頁以下, 46頁以下, カフェテ
リアプラン研究会報告・前掲書 (注２) 47頁, 新カフェテリアプラン研究
会報告・前掲書 (注２) 24頁以下, 伊藤・前掲論文 (注３) 121頁以下,




























表２によれば, 2000年あたりから民間企業, 地方公共団体とも, カフ
論
説
法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 77(1168)
(20) 日本型カフェテリアプラン研究会報告・前掲書 (注２) 15頁｡














































78(1167) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)







区 分 民間企業 官公庁 計
1995年 1 1 2
1996年 2 2
1997年 5 5
1998年 6 2 8
1999年 7 3 10
2000年 13 5 18
2001年 16 11 27
2002年 (10月まで) 6 5 11




















法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 79(1166)
模の企業では, 1998年の1.9％から, 2004年の40.5％に達し, 2005年に35.6







年度 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
企業数 30 46 52 65 68 74 81
調査企業数に
占める割合 (％)

































80(1165) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(25) 制度の概要については, 別途注記するもの以外は, 次の文献によって
いる｡ 桐木逸朗・前掲連載解説 (注１) (第１回～第12回), カフェテリア
プラン研究会報告・前掲書 (注２) 40頁以下, 企業ライフプラン研究会・
前掲報告書 (注２) 39頁, カフェテリアプラン部会・前掲報告書 (注２)


















計 100.0 1.2 98.8 0.2 4.3 94.3
1,000人以上 100.0 3.2 96.8 2.4 24.8 69.6
300～999人 100.0 2.9 97.1 0.8 11.8 84.5
100～299人 100.0 0.8 99.2 0.3 5.8 93.0
30～99人 100.0 1.0 99.0 0.1 2.5 96.4
鉱業 100.0 ― 100.0 ― 1.3 98.7
建設業 100.0 2.0 98.0 ― 2.4 95.6
製造業 100.0 0.9 99.1 0.3 5.9 92.9
電気・ガス・熱
供給・水道業
100.0 2.1 97.9 1. 11.7 84.6
運輸・通信業 100.0 1.3 98.7 0.7 2.0 96.1
卸売・小売業・
飲食店
100.0 0.2 99.8 0.1 5.7 94.1
金融・保険業 100.0 6.7 93.3 0.5 4.2 88.6
不動産業 100.0 0.2 99.8 1.0 4.8 94.0
サービス業 100.0 1.9 98.1 0.1 2.5 95.5







がみられる｡ これに対して, 地方公共団体では, 単年度清算方式のみとな
っている｡ 既述したように, 配分額が ｢賃金｣ 性を帯びる場合に, 単年度
清算方式に労働法上の問題がないか否かが問題となり得る｡
また, 既述のとおり, 従業員個々に福利厚生給付として一定額を一括し
て事前に配分するのが, カフェテリアプランの特徴である｡ その際, 配分
額をポイント換算して配分するのが通例である｡ これをせずに, 現金を支
給する例や残ポイントを買い上げる例はほとんどない｡ 従業員へのポイン
ト配分の方法については, ｢2003年調査｣ では, 全員一律配分が70％程度
と多いが, 一律配分部分に, 家族数, 勤続年数, 役職, 勤務条件に対応し
てポイントを加算する事例も17％程度ある｡











法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 81(1164)
(26) 企業ライフプラン研究会・前掲書 (注２) 67頁｡ 労務研究所編 『新福
利厚生ハンドブック』 (2004) 359頁以下も参照のこと｡
















次に, 選択メニューの数についてみると, ｢2003年調査｣ によれば, メ
ニュー数の平均は, 民間企業では22メニューで, 最高で46メニューとな
っている｡ 10～19メニューが42％程度, 20～29メニューが37％と, これ
らのメニュー数帯で導入している事例が多い｡ 他方, 官公庁では, 平均15
メニューで, 20メニュー以下が74％と最も多い｡




他方, メニューの具体的種類については, ｢2003年調査｣ によると, 50
種類と多様である｡ ただし, 具体的なメニューについては, カフェテリア
プラン用の選択メニューに適さない福利厚生給付があるため, 従業員の選






































に, 経済的利益が大きく, 他の給付の利益とのバランスが欠く給付, 労働
基準法によって付与義務が生じる年次有給休暇等が挙げられている｡
他方, 選択メニューとして問題がないか, これに適している給付には,
住宅手当・家賃補助, 食事手当, 法定外休暇, 自己啓発, 各種保険加入補















法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 83(1162)
(28) 桐木逸朗・前掲連載解説 (注１) 第10回 (労務事情980号 (2001)) 33
頁｡
 配分額の消化状況
配分額の消化率の点では, ｢2003年調査｣ によると, 平均で70％程度と














ること, さらには, 新規の給付項目追加の容易性, ニーズの低い給付の淘
汰, そして, 人件費の総額管理, 福利厚生費の総額管理, 従業員間の公平
性の確保, 既存の不公平性の解消, 自己責任による生活設計, 企業意思の































84(1161) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(29) この点については, 日本型カフェテリアプラン研究会報告・前掲書
(注２) ３頁, 47頁, 桐木逸朗・前掲連載解説 (注１) 第３回 (労務事情





が指摘されている｡ すなわち, 最適選択 (従業員ごとに最も適切なメニュ









発生するのか, また, それらの問題は, どのように解決されるべきなのか
について検討を試みよう
(30)








法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 85(1160)
(30) これまでカフェテリアプランに伴う労働法上の問題につき検討した数






















































86(1159) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(31) 福利厚生一般についての労働法上の論点については, 拙稿 ｢福利厚生




ら, 就業規則に定めを置くことになる｡ 例えば, 研修補助は, ｢職業訓練
に関する定めをする場合には, これに関する事項｣ (同条７号) に該当す
るし, 労働災害の上乗補償は, ｢災害補償および業務外の傷病扶助に関す
る定めをする場合においては, これに関する事項｣ (同条８号) に該当す






















法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 87(1158)





労働者には, 給付請求権が発生する｡ 他方, これらの法形式によらず, か
つ従業員に周知されていないような場合には, 使用者による任意的, 恩恵
的給付にとどまることになる｡ この場合, カフェテリアプランでのポイン















て, ｢労働者の受ける不利益の程度｣, ｢労働条件の変更の必要性｣, ｢変更
後の就業規則の内容の相当性｣, ｢労働組合等との交渉の状況｣, ｢その他の
就業規則の変更に係る事情｣ が挙げられている｡ 判例では, 10条の挙げ



























































法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 89(1156)
(33) この事情を ｢変更後の就業規則の内容の相当性｣ の事情として挙げる
見解もある｡ 菅野和夫 『労働法・第９版』 (弘文堂, 2010) 129頁｡





｢必要性の原則｣ や ｢公平性の原則｣ は貫徹されない｡ しかし, 多様な従
業員のニーズに対応できるという従来とは異なる意味での ｢必要性の原則｣
が適用になる｡ また, 配分ポイントが公平に分配されることで別の意味で


















































90(1155) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(35) 第四銀行事件・最判平 9.2.28民集51巻２号28頁｡
(36) 羽後銀行事件・最判平12.9.12労判788号23頁｡
(37) 新カフェテリアプラン研究会報告・前掲書 (注２) 35頁｡
としても, 不利益の程度は高いものと評価されることになろう｡
ところで, 就業規則の不利益変更の効力判断にあたり考慮すべき事情と






























法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 91(1154)
(38) 菅野・前掲書 (注33) 128頁～129頁を参照のこと｡




ただし, こうした結論も, 先の有力説も指摘するとおり, ｢労働者の受
ける不利益の程度｣ が非常に大きい場合には, 否定される可能性があると















































92(1153) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)





いては, 導入時の変更の場合といくつかの点で異なる｡ すわなち, まず,
 導入時には, 多様なメニューの新設等によって労働者に利益になる部
分が生じる一方で, 既存の制度の削減・廃止により不利益となる変更部分












利用ができる集団型賃金 (間接賃金) の性格を持つとされてきた｡ これに
対して, カフェテリアプランの場合には, ポイントを個々の労働者に事前
に配分し, その限度で制度利用が認められているという点で, ｢集団型賃
金の個別配分化 (直接賃金化)｣ と性格づけられていることは述べた｡ さ
らに, ポイントの配分が従業員の業績評価に連動する制度設計となってい
る場合には, なおさらここでいう ｢直接賃金化｣ の程度が高まるというこ
論
説























































94(1151) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)



























れる (年俸も, 通常は, 労基法24条の毎月一定期日払の原則の適用を受
論
説
























































96(1149) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(43) 朝日火災海上保険 (石堂) 事件・最判平 9.3.27労判713号27頁｡
(44) メニューが既得権化して廃止が難しい実態を指摘するものとして,


















いる｡ あるいはまた, いわゆるパートタイム労働法が, ３条で, 事業主等
の責務のひとつとして, 雇用する短時間労働者の福利厚生の充実を挙げて








法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 97(1148)
(45) 一定の福利厚生の措置として, 生活資金, 教育資金等の資金の貸付,
不労働者福祉増進のための定期的な金銭給付, 資産形成のための金銭給付,
住宅の貸与が限定列挙されている (男女雇用機会均等法施行規則１条)｡






















































98(1147) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
れている (パート労働法施行規則５条)｡
(47) ｢事業主が構ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等
についての指針｣ (平19.10.1 厚労省告示326号) では, 広く福利厚生の措
置全般にき, 均衡処遇の努力義務を定めている｡




























法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 99(1146)
(49) 桐木逸朗・前掲連載解説 (注１) 第５回 (労務事情971号 (2000)) 28
頁以下, 秋谷貴洋・前掲解説 (注８) 56頁, 西久保浩二・前掲論文 (注３)
14頁｡
(50) 未消化となったポイントの有効活用の方策については, 桐木逸朗・前


















付が保証される ｢必要性の原則｣ と, 利用を必要とする従業員であれば,
区別なく企業内福利厚生の利用が保証される ｢公平性の原則｣ が保障され
てきた｡ 他方, カフェテリアプランにおいては, 種々のメニューを提供す
ることで, 従業員の様々なニーズに対応できるという意味での ｢必要性の
































100(1145) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 101(1144)
20％程度をこれに当てて, 従業員一律に一定額相当のポイント配分を行








































Current Situation and Labor Law Problems of
Cafeteria Plan as Employee Benefits in Japan
Takayasu YANAGIYA
The main purpose of this paper is to clarify the labor law problems sur-
rounding the cafeteria plan in Japan and the methods of tackling them under
the chapters as follows,
Ⅰ Introduction
Ⅱ Concept and Background of Cafeteria Plan
Ⅲ Current Situation of Cafeteria Plan
Ⅳ Merits and Demerits of Cafeteria Plan
Ⅴ Labor Law Problems of Cafeteria Plan
Ⅵ Summary
